	銑鉄鋳物製造業


　平成22年に需要が緩やかに回復し、生産量はやや持ち直した。23年に入っても６月までの実績で、自動車用を除いて生産量は増加傾向を示している。収益面では、原料価格高止まりの中で、発注元企業からの円高メリット要求により、厳しい状況となっている。
業界概要
　銑鉄鋳物は、銑鉄（鉄鉱石等を溶鉱炉で溶かして還元した鉄）のほか、鋼くず、鉄くずを主な原料とし、これに副資材であるシリコン等を加え、キューポラや電気炉で溶解し、鋳型に注ぎ込んで凝固させた鉄加工品で、①複雑な形状でも一体で成形できる、②数グラムから50トン以上まで製作できる、③生産コストが安い、④耐摩耗性、制振性等が高い、という特徴を有している。その用途も、自動車を中心に、産業機械器具や一般・電気機械の部品から、日用品、景観鋳物まで多岐に及ぶ。22年の用途別生産量をみると、自動車用が全体の63.1％を占め、以下、産業機械器具用（14.3％）、その他の一般・電気機械用（9.4％）、その他の輸送機械用（6.0％）と続く。
大阪産地は他の産地と異なり自動車用が少なく、多種多様な機械器具メーカーの集積を反映して、産業機械器具用や金属工作・加工機械用、その他の一般・電気機械用等の割合が高い。
　大阪府の銑鉄鋳物製造業（鋳鉄管、可鍛鋳鉄を除く）は、全数調査が行われた20年で、事業所数71、従業者数1,453人、製造品出荷額等364億7,354万円で、それぞれ全国の7.1％、5.2％、4.4％を占めている（経済産業省『工業統計表（産業編）』、大阪府『大阪の工業』）。他県との比較では、機械用銑鉄鋳物に関して、事業所数39、出荷額245億3,000万円（全国比5.8％、3.5％）で、事業所数は愛知県、埼玉県に次いで全国第３位、出荷額は第７位となっている（経済産業省『工業統計表（品目編）』、従業者４人以上の事業所）。
23年も上半期は自動車用を除き回復傾向続く
　リーマン・ショック（20年９月）後の景気後退の影響で、21年の生産量は約261万トンと前年比39.4％減に落ち込んだ。22年は景気回復により、約347万トンと前年比32.7％増に持ち直したものの、最近10年間でのピークであった19年（約448万トン）の77.4％レベルにとどまる。
　23年は上半期の実績であるが、最大の構成比を占める自動車用が唯一、前年同期比で15.8％減となったことを受けて、全体の生産量も3.4％減とやや減少した。他の用途は、金属工作・加工機械用の48.5％増を始め、その他の輸送機械用（22.1％増）、産業機械器具用（17.9％増）、その他用の銑鉄鋳物（16.9％増）、その他の一般・電気機械用（11.4％増）といずれも順調に推移している（経済産業省『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報』常用従業者20人以上の事業所）。
生産量の回復は、中国向けを中心とした好調な輸出のほか、中国や韓国の国内需要の高まりで両国からの輸入が止まり、その分の受注が戻ってきたことによる。
収益は厳しい
21年９月以降、円高が進行しているが、原料価格低下の動きはみられない。主原料である銑鉄のほか、鋼くずや鉄くず、副資材であるシリコン等の価格は高止まりしている。特に、ダクタイル鋳鉄に必要なセリウムは世界的な需給バランスの逼迫で高騰している。銑鉄価格が上昇した20年４月に価格転嫁が実現したが、その後は価格転嫁できない状況が続いている。しかも、最近の急激な円高進行により、発注元企業からの受注単価値下げ要求が厳しくなっている。受注単価は何とか現状を維持しているが、原料高を受けて、収支とんとんの状況にある企業が大勢を占める。
設備投資は停滞
　銑鉄鋳物製造業は装置産業のため、工場の拡張等は容易ではない。製造設備の法定耐用年数は10年であるが、より長く現有設備で対応しようと、設備の維持・管理に主眼が置かれ、設備更新は少ない。このため、発注元企業からの増産要求に対し、協力工場の確保で対応している企業もある。
雇用は新たな採用意欲に乏しい
　リーマン・ショックによる景気後退期に、大阪鋳鉄工業組合の会員企業では、厚生労働省の「雇用調整助成金」を利用することで雇用の維持に努めたところが多く、現在、採用意欲に乏しい。しかし、一部企業では好調な受注に対応しようと、募集をかけている例もみられる。
今後の見通し
　円高が今後も続くならば、輸出の減少に伴う需要の低下が懸念される。また、中国での金融引き締めにより、23年４月以降、産業機械や建設機械の対中輸出額が減少傾向にある。今後さらに減少すれば、大きな影響は避けられない。
　東日本大震災後の復興需要は期待できるが、現在のところ、建設機械に動きがみられる程度である。

銑鉄鋳物製造業は電力多消費産業である。現在も夏季休日変更で電力料金を低減している企業が多いが、23年８月26日に「再生可能エネルギー特措法」が参議院本会議で成立した。同法施行（24年７月１日）後、電気料金の大幅上昇により、現在の収支とんとんの状況から赤字に陥る企業が増加すると危惧される。
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資料：経済産業省『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』（常用従業者20人以上の事業所）

その他の一般・電気機械用

輸送機械用

自動車用

その他の輸送機械用

その他用の銑鉄鋳物

合　計


